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経
営
者
の
個
人
保
証
が

求
め
ら
れ
る
理
由

　
以
前
よ
り
、
中
小
企
業
が
金
融
機
関

か
ら
融
資
を
受
け
る
際
に
は
、
経
営
者

個
人
が
そ
の
借
入
れ
の
連
帯
保
証
を
す

る
の
が
当
然
の
よ
う
に
考
え
ら
れ
て
き

ま
し
た
。
場
合
に
よ
っ
て
は
、
経
営
者

の
配
偶
者
ま
で
も
が
連
帯
保
証
を
す
る

こ
と
も
あ
り
ま
し
た
。

　
金
融
機
関
が
経
営
者
の
連
帯
保
証

（
以
下
「
経
営
者
保
証
」
と
い
い
ま
す
）

を
得
よ
う
と
す
る
背
景
に
は
、
次
の
点

が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

① 

　
中
小
企
業
に
多
い
﹁
所
有
と
経
営

の
一
体
化
﹂

　
ま
ず
、
中
小
企
業
に
お
い
て
は
、
経

営
者
が
大
株
主
で
あ
る
こ
と
が
一
般
的

で
す
。
い
わ
ゆ
る
会
社
の
所
有
（
株

主
）
と
経
営
（
取
締
役
等
）
の
分
離
が

不
十
分
で
、
個
人
資
産
と
会
社
資
産
が

ほ
ぼ
一
体
と
な
っ
て
経
営
が
行
な
わ
れ

て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
融
資
を
受
け
る
会
社
と

経
営
者
と
が
一
体
と
み
な
さ
れ
、「
会

社
の
経
営
者
も
そ
の
会
社
の
弁
済
を
担

保
す
る
必
要
が
あ
る
」
と
金
融
機
関
が

考
え
る
の
で
す
。

②
　
財
務
基
盤
・
経
営
基
盤
の
脆
弱
さ

　
ま
た
、
中
小
企
業
に
は
、
売
上
管
理

な
ど
は
し
て
い
る
も
の
の
、
財
務
改
善

な
ど
の
た
め
に
必
要
な
よ
り
詳
細
な
部

門
別
・
顧
客
別
な
ど
の
収
益
管
理
が
十

分
に
で
き
な
い
会
社
が
多
い
の
が
実
情

で
す
。

　
そ
の
た
め
、「
安
定
的
な
財
務
基
盤
・

経
営
基
盤
が
脆
弱
で
あ
る
」
と
金
融
機

関
か
ら
評
価
さ
れ
、
そ
の
弁
済
基
盤
の

補
完
の
た
め
に
経
営
者
保
証
を
得
よ
う

と
す
る
の
で
す
。

③
　
財
務
上
の
信
用
の
低
さ

　
加
え
て
、
中
小
企
業
の
な
か
に
は
経

理
に
不
備
が
多
く
、
大
幅
な
粉
飾
を
慢

性
的
に
継
続
す
る
よ
う
な
会
社
も
存
在

し
ま
す
。
た
と
え
大
幅
な
粉
飾
で
な
か

っ
た
と
し
て
も
、
会
計
等
に
関
す
る
管

理
に
か
か
る
評
価
を
客
観
的
に
外
部
か

ら
行
な
っ
た
場
合
に
は
、
疑
問
が
あ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
小
企
業
の
財
務
上
の

信
用
の
低
さ
も
、
金
融
機
関
が
経
営
者

保
証
で
信
用
を
補
完
し
よ
う
と
考
え
る

理
由
に
な
り
ま
す
。

経
営
者
保
証
を
め
ぐ
る

金
融
機
関
等
の
動
向

　
こ
の
経
営
者
保
証
は
、
金
融
機
関
が

会
社
だ
け
で
な
く
経
営
者
の
財
産
ま
で

捕
捉
で
き
る
こ
と
か
ら
、
経
営
者
が
放

漫
経
営
に
走
る
こ
と
の
防
止
や
、
資
金
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調
達
の
円
滑
化
に
一
定
の
寄
与
が
あ
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
一
方
で
、
経
営
者
と
し
て
は
、
会
社

の
借
入
れ
を
自
ら
の
財
産
で
保
証
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
リ
ス
ク
か
ら
、
思
い

切
っ
た
事
業
展
開
や
早
期
の
事
業
再

生
、
円
滑
な
事
業
承
継
を
妨
げ
る
要
因

と
も
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　
そ
の
た
め
、
こ
れ
ら
の
問
題
の
解
決

策
と
し
て
、
全
国
銀
行
協
会
と
日
本
商

工
会
議
所
が
、
２
０
１
３
年
に
「
経
営

者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

（
以
下
「
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

と
い
う
）
を
策
定
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
事
業
承
継
の
際
に
、
経
営
者

保
証
が
後
継
者
候
補
（
経
営
者
死
亡
時

の
相
続
に
お
け
る
相
続
人
や
、
経
営
者

保
証
を
新
た
に
負
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
新
社
長
等
）
確
保
の
障
害
に
な
っ
て

い
る
こ
と
を
受
け
、
政
府
も
２
０
１
９

年
よ
り
「
事
業
承
継
時
の
経
営
者
保
証

解
除
に
向
け
た
総
合
的
な
対
策
」
を
講

じ
て
い
ま
す
。

融
資
に
お
け
る

経
営
者
保
証
の
実
情
と
は

　
こ
の
よ
う
な
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
や
政
府
に
よ
る
一
定

の
取
組
み
が
あ
る
も
の
の
、

実
際
に
は
、
い
ま
だ
に
多

く
の
融
資
に
経
営
者
保
証

が
利
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
図
表
１
は
経
営
者
保
証

に
依
存
し
な
い
融
資
割
合

の
推
移
で
す
が
、
裏
を
返

せ
ば
、
政
府
系
金
融
機
関

（
商
工
組
合
中
央
金
庫
・

日
本
政
策
金
融
公
庫
）
に

お
い
て
、
２
０
２
１
年
度

の
実
績
で
新
規
融
資
件
数

の
53
％
に
経
営
者
保
証
が

利
用
さ
れ
、
民
間
金
融
機

関
に
お
い
て
は
、
同
じ
く

新
規
融
資
件
数
の
70
％
に

経
営
者
保
証
が
利
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
政
府
系
金
融
機
関
に
お
い

て
も
、
２
０
１
４
年
度
に
は
新
規
融
資

件
数
の
81
％
に
経
営
者
保
証
が
利
用
さ

れ
て
い
た
こ
と
か
ら
す
る
と
、
２
０
１

３
年
に
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が

策
定
さ
れ
て
以
降
、
一
定
の
変
化
が
あ

る
と
見
る
こ
と
も
で
き
ま
す
。

　
ま
た
民
法
に
お
い
て
も
、
債
権
法
の

大
改
正
に
よ
り
、
２
０
２
０
年
よ
り
連

帯
保
証
に
関
す
る
規
定
が
強
化
さ
れ
、

①�

　
根
保
証
契
約
に
つ
い
て
は
極
度
額

（
上
限
額
）
を
定
め
る

②�

　
取
締
役
以
外
の
者
が
連
帯
保
証
す

る
際
に
は
、
公
正
証
書
に
よ
る
意
思

確
認
を
す
る

③�

　
主
債
務
者
と
な
る
会
社
は
、
保
証

人
に
対
し
、
会
社
の
財
産
状
況
等
の

情
報
提
供
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

等
が
新
た
に
規
定
さ
れ
ま
し
た
。

経
営
者
保
証

改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
は

　
政
府
は
、
２
０
２
２
年
10
月
28
日
に

閣
議
決
定
し
た
「
物
価
高
克
服
・
経
済

再
生
実
現
の
た
め
の
総
合
経
済
対
策
」

に
お
い
て
、
個
人
保
証
に
依
存
し
な
い

融
資
慣
行
の
確
立
に
向
け
た
施
策
を
年

内
に
取
り
ま
と
め
る
と
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
を
受
け
て
、
金
融
庁
は
２
０
２

２
年
11
月
１
日
、
金
融
機
関
向
け
の
総

合
的
な
監
督
指
針
等
の
一
部
を
改
正

し
、
政
府
も
２
０
２
２
年
12
月
23
日
、

「
経
営
者
保
証
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を

策
定
・
公
表
し
、
個
人
保
証
に
依
存
し

な
い
融
資
慣
行
の
確
立
に
向
け
た
取
組

み
の
促
進
を
関
係
機
関
に
要
請
し
ま
し

た
。
金
融
機
関
向
け
の
総
合
的
な
監
督

指
針
等
の
改
正
も
、
こ
の
経
営
者
保
証

改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
の
一
部
を
構

成
す
る
も
の
で
す
。

　
次
㌻
図
表
２
は
、
２
０
２
２
年
12
月

23
日
に
経
済
産
業
省
・
金
融
庁
・
財
務

省
が
連
名
で
出
し
た
資
料
に
基
づ
き
、

経
営
者
保
証
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
概
要

を
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

　
内
容
は
多
岐
に
わ
た
り
ま
す
が
、
こ

の
う
ち
経
営
者
保
証
の
徴
求
・
解
除
に

か
か
わ
り
が
深
い
と
思
わ
れ
る
部
分

（
青
字
部
分
）
に
つ
い
て
解
説
し
て
い

き
ま
す
。

民
間
金
融
機
関
に
よ
る
融
資
に

関
し
て
（
図
表
２
の
２
⑴
①
）

⑴�

　経
営
者
保
証
を
結
ぶ
際
の
手
続
き

を
厳
格
化

　
金
融
庁
は
、
監
督
指
針
の
改
正
を
行

な
い
、
経
営
者
保
証
を
徴
求
す
る
際
の

手
続
き
を
厳
格
化
し
ま
し
た
。

　
具
体
的
に
は
、
金
融
機
関
が
経
営
者

資料出所：�金融庁「民間金融機関における『経営者保証に関するガイドライン』の
活用実績」および中小企業庁「政府系金融機関における「経営者保証
に関するガイドライン」の活用実績」より作成
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等
と
個
人
保
証
契
約
を
締
結
す
る
場
合

に
は
、
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に

基
づ
き
、
次
の
点
に
つ
い
て
、
主
債
務

者
（
会
社
）
と
保
証
人
（
経
営
者
）
に

対
し
て
、
丁
寧
か
つ
具
体
的
に
説
明
を

行
な
う
必
要
が
あ
る
と
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
保
証
人
に
対
し
て
こ
れ
ら
の

事
項
を
踏
ま
え
た
説
明
を
し
た
旨
を
確

認
し
、
そ
の
結
果
等
を
書
面
ま
た
は
電

子
的
方
法
で
記
録
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
特
に
重
要
な
ａ
と
ｂ
の
要
件
に
つ
い

て
は
、
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に

掲
げ
ら
れ
て
い
る
要
素
を
参
照
の
う

ａ�

　ど
の
部
分
が
十
分
で
は
な
い

た
め
に
保
証
契
約
が
必
要
と
な

る
の
か
、
個
別
具
体
の
内
容

ｂ�

　ど
の
よ
う
な
改
善
を
図
れ
ば

保
証
契
約
の
変
更
・
解
除
の
可

能
性
が
高
ま
る
か
、
個
別
具
体

の
内
容

ｃ�

　原
則
と
し
て
、
保
証
履
行
時

の
履
行
請
求
は
、
一
律
に
保
証

金
額
全
額
に
対
し
て
行
な
う
も

の
で
は
な
く
、
保
証
履
行
時
の

保
証
人
の
資
産
状
況
等
を
勘
案

し
た
う
え
で
、
履
行
の
範
囲
が

定
め
ら
れ
る
こ
と

３　信用保証付融資　～経営者保証の提供を選択できる環境の整備（希望しない経営者保証の縮小）～
●�経営者保証ガイドラインの要件を満たしていれば経営者保証を解除する現在の取組みを徹底
●�経営者保証ガイドラインの要件のすべてを充足していない場合でも、経営者保証の機能を代替する手法（保証料の上乗せ、
流動資産担保）を用いることで、経営者保証の解除を事業者が選択できる制度を創設
●�中小企業金融全体における経営者保証に依存しない融資慣行の確立に道筋をつけるため、信用保証制度で一歩前に出た
取組みを行なう�

⑴　信用保証制度における経営者保証の提供を事業者が選択できる環境の整備

⑵　経営者保証ガイドラインの要件を充足する場合の経営者保証解除の徹底

４　中小企業ガバナンス　～ガバナンス体制の整備を通じた持続的な企業価値向上の実現～
●�経営者保証解除の前提となるガバナンスに関する中小企業経営者と支援機関の目線合わせを図るとともに、支援機関向け
の実務指針の策定や中小企業活性化協議会の機能強化を行ない、官民による支援体制を構築する

主な施策

主な施策

主な施策

①�　経営者の取組み次第で達成可能な要件を充足すれば、保証料の上乗せ負担により経営者保証の解除を選択でき
る信用保証制度の創設（2024年４月から）
②�　流動資産（売掛債権、棚卸資産）を担保とする融資（ABL）に対する信用保証制度において、経営者保証の徴求を廃
止する（2024年４月から）
③�　プロパー融資における経営者保証の解除等を条件に、プロバー融資の一部に限り、借換えを例外的に認める保証
制度（プロパー借換保証）の時限的創設（2024年４月から）
④�　上記施策の効果検証を踏まえたさらなる取組みの拡大を検討する

①�　金融機関に対し、信用保証付融資を行なう場合には、経営者保証を解除することができる現行制度の活用を検討
するよう経済産業大臣・金融担当大臣から要請する（2022年中）
②�　保証付融資が原則として経営者保証が必要であるかのような誤解が生じない広報の展開（2022年中）

①�　ガバナンス体制整備に関するチェックシートを作成（2022年12月）
②�　中小企業の収益力改善やガバナンス体制整備支援等に関する実務指針の策定（2022年12月）、これに関する支援
策（経営改善計画策定支援・早期経営改善計画策定支援）における支援機関の遵守促進（2023年４月から）
③�　中小企業活性化協議会における収益力改善支援にガバナンス体制整備支援を追加し、それに対応するための体制
を拡充する（2023年４月から）
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え
、
債
務
者
の
状
況
に
応
じ
た
内
容
を

説
明
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
そ
の
際
、
可
能
な
限
り
、
資
産
・

収
益
力
に
つ
い
て
は
定
量
的
、
そ
の
他

の
要
素
に
つ
い
て
は
客
観
的
・
具
体
的

な
目
線
を
示
す
こ
と
が
望
ま
し
い
、
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵�

　経
営
者
保
証
を
求
め
る
理
由
の
説

明
責
任
と
記
録
を
要
請

　
こ
の
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に

掲
げ
ら
れ
て
い
る
要
素
は
、
同
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
４
項
の
⑵
に
、
次
の
と
お
り
規

定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
金

図表2　経営者保証改革プログラムの概要

イ�

　法
人
と
経
営
者
個
人
の
資

産
・
経
理
が
明
確
に
分
離
さ
れ

て
い
る

ロ�

　法
人
と
経
営
者
の
間
の
資
金

の
や
り
取
り
が
、
社
会
通
念
上

適
切
な
範
囲
を
超
え
な
い

ハ�

　法
人
の
み
の
資
産
・
収
益
力

で
借
入
返
済
が
可
能
と
判
断
し

う
る

ニ��

　法
人
か
ら
適
時
適
切
に
財
務

情
報
等
が
提
供
さ
れ
て
い
る

ホ�

　経
営
者
等
か
ら
十
分
な
物
的

担
保
の
提
供
が
あ
る

１　スタートアップ・創業　～経営者保証を徴求しないスタートアップ・創業融資の促進～
●創業時の融資において、経営者保証を徴求しないスタートアップ・創業融資を促進

２　民間金融機関による融資　～保証徴求手続きの厳格化、意識改革～
●�監督指針の改正を行ない、保証を徴求する際の手続きを厳格化することで、安易な個人保証に依存した融資を抑制し、ま
た事業者・保証人の納得感を向上させる�
●�「経営者保証ガイドラインの浸透・定着に向けた取組方針」の作成、公表の要請等を通じ、経営者保証に依存しない新たな
融資慣行の確立に向けた意識改革を進める

⑴　金融機関が個人保証を徴求する手続きに対する監督強化�

⑵　経営者保証に依存しない新たな融資慣行の確立に向けた意識改革

主な施策

主な施策

主な施策

主な施策
⑶　経営者保証に依存しない新たな融資手法の検討

①�　スタートアップの創業から５年以内の者に対する経営者保証を徴求しない新しい信用保証制度の創設（相談受付
開始：2023年２月、制度開始：2023年３月）
②　日本公庫等における創業から５年以内の者に対する経営者保証を求めない制度の要件緩和（2023年２月から）
③　商工中金のスタートアップ向け融資における経営者保証の原則廃止（2022年10月から）
④　民間金融機関に対し、経営者保証を徴求しないスタートアップ向け融資を促進する旨を要請（2022年中）

①�　金融機関が経営者等と個人保証契約を締結する場合には、保証契約の必要性等に関し、事業者・保証人に対して
個別具体的に説明することを求めるとともに、その結果等を記録することを求める（2023年４月から）
②�　①の結果等を記録した件数を金融庁に報告することを求める（2023年９月期の実績報告分から）
③�　金融庁に経営者保証専用相談窓口を設置し、事業者等から「金融機関から経営者保証に関する適切な説明がな
い」等の相談を受け付ける（2023年４月から）
④�　状況に応じて、金融機関に対して特別ヒアリングを実施する

①�　金融機関に対し、「経営者保証ガイドラインの浸透・定着に向けた取組方針」を経営トップを交え検討・作成し、公表
するよう金融担当大臣より要請する
②�　地域金融機関の営業現場の担当者も含め、監督指針改正に伴う新しい運用や経営者保証に依存しない融資慣行の
確立の重要性等を十分に理解してもらうべく、金融機関・事業者向けの説明会を全国で実施する（2023年１月から）
③�　金融機関の有効な取組みを取りまとめた「組織的事例集」のさらなる拡充および横展開を実施する

①�　金融機関が、不動産担保や経営者保証に過度に依存せず、企業の事業性に着目した融資に取り組みやすくするよう、
事業全体を担保に金融機関から資金を調達できる制度の早期実現に向けた議論を進めていく（2022年11月から）
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融
機
関
に
対
し
、
主
債
務
者
（
会
社
）

に
こ
れ
ら
の
要
件
が
将
来
に
わ
た
っ
て

充
足
す
る
と
見
込
ま
れ
る
と
き
は
、
主

債
務
者
の
経
営
状
況
、
資
金
使
途
、
回

収
可
能
性
等
を
総
合
的
に
判
断
す
る
な

か
で
、
経
営
者
保
証
を
求
め
な
い
可
能

性
、
代
替
的
な
融
資
手
法
を
活
用
す
る

可
能
性
に
つ
い
て
、
主
債
務
者
の
意
向

も
踏
ま
え
た
う
え
で
検
討
す
る
よ
う
求

め
て
い
ま
す
。

　
つ
ま
り
、
改
正
後
の
監
督
指
針
に
お

い
て
は
、
金
融
機
関
が
経
営
者
保
証
を

求
め
る
場
合
に
は
、
経
営
者
に
、
こ
の

経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
お
い
て

経
営
者
保
証
を
求
め
な
い
場
合
の
要
件

と
し
て
定
め
ら
れ
て
い
る
要
素
に
基
づ

い
て
、

⃝

ど
の
部
分
が
十
分
で
な
い
の
か
…
⑴ａ

⃝
�

ど
の
よ
う
な
改
善
を
図
れ
ば
よ
い
の

か
…
⑴
ｂ

を
定
量
的
・
客
観
的
・
具
体
的
に
示
し

て
丁
寧
に
説
明
し
、
そ
の
説
明
し
た
こ

と
を
書
面
（
電
磁
方
法
を
含
む
）
で
記

録
す
る
よ
う
求
め
て
い
る
の
で
す
。

経
営
者
保
証
の
解
除
等
の

要
件
等
（
図
表
２
の
３
⑴
①
）

　
経
営
者
保
証
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お

い
て
は
、
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
要
件
を
満
た
し
て
い
れ
ば
経
営
者
保

証
を
解
除
す
る
現
在
の
取
組
み
を
徹
底

す
る
こ
と
、
ま
た
、
経
営
者
保
証
を
解

除
す
る
手
段
と
し
て
、
保
証
料
の
上
乗

せ
負
担
に
よ
り
経
営
者
保
証
の
解
除
を

選
択
で
き
る
「
信
用
保
証
制
度
の
創

設
」
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

⑴�

　経
営
者
保
証
解
除
の
要
件
・
手
段

を
明
確
化

　
こ
こ
に
い
う
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
要
件
と
は
、
同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

４
項
の
⑴
に
規
定
さ
れ
て
い
る
、

①�
　
法
人
と
経
営
者
と
の
関
係
の
明
確

な
区
分
・
分
離

②
　
財
務
基
盤
の
強
化

③�

　
財
務
状
況
の
正
確
な
把
握
、
適
時

適
切
な
情
報
開
示
等
に
よ
る
経
営
の

透
明
性
確
保

を
指
し
て
い
ま
す
。

　
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、

主
債
務
者
（
会
社
）、
保
証
人
（
経
営

者
）、
お
よ
び
債
権
者
（
金
融
機
関
）

に
対
し
、
こ
の
①
か
ら
③
の
要
件
に
つ

い
て
、
図
表
３
の
よ
う
に
対
応
を
求
め

て
い
ま
す
。

　
つ
ま
り
、
冒
頭
で
説
明
し
た
よ
う
な

経
営
者
保
証
が
徴
求
さ
れ
る
中
小
企
業

の
状
況
を
脱
す
る
た
め
、
こ
の
会
社
と

経
営
者
の
分
離
を
図
り
、
か
つ
会
社
経

営
の
透
明
性
を
確
保
す
る
こ
と
に
よ

り
、
経
営
者
保
証
を
不
要
と
し
よ
う
と

し
て
い
る
の
で
す
。

　
経
営
者
保
証
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
記

載
さ
れ
て
い
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
の
整

備
（
図
表
２
の
４
）
も
、
つ
ま
り
は
①

か
ら
③
の
要
件
を
充
足
す
る
た
め
の
体

制
構
築
を
促
す
も
の
で
す
。

⑵�

　新
た
な
信
用
保
証
制
度
の
創
設

　
さ
ら
に
、
経
営
者
保
証
改
革
プ
ロ
グ

ラ
ム
は
、
金
融
機
関
が
経
営
者
保
証
の

解
消
に
踏
み
出
し
や
す
い
よ
う
に
、
別

途
、
経
営
者
の
取
組
み
次
第
で
達
成
可

能
な
要
件
（
法
人
か
ら
代
表
者
へ
の
貸

付
等
が
な
い
こ
と
、
決
算
書
類
等
を
金

融
機
関
に
定
期
的
に
提
出
し
て
い
る
こ

と
等
）
を
満
た
せ
ば
、
保
証
料
の
上
乗

せ
負
担
（
事
業
者
の
経
営
状
態
に
応
じ

て
上
乗
せ
負
担
は
変
動
す
る
）
に
よ

り
、
経
営
者
保
証
の
解
除
を
選
択
で
き

る
信
用
保
証
制
度
の
創
設
を
標
榜
し
て

い
ま
す
。

　
こ
の
新
た
な
信
用
保
証
制
度
は
２
０

図表3�　経営者保証に依存しない融資の促進のための
主債務者および保証人における対応

経営者保証ガイドラインにおけ
る要件 求められる対応

①�　法人と経営者との関係
の明確な区分・分離

　主債務者は、法人の業務・経理・資産所有等に
関し、法人と経営者の関係を明確に区分・分離
し、法人と経営者の間の資金のやり取り（役員報
酬、配当、オーナー貸付等）を、社会通念上適切な
範囲を超えないものとする体制を整備するなど、
適切な運用を図ることを通じて、法人個人の一体
性の解消に努めること。
　また、これらの整備・運用の状況について、外部
専門家による検証を実施し、その結果を対象債権
者に適切に開示することが望ましいこと。

②�　財産基盤の強化 　主債務者は、財務状況および経営成績の改善
を通じた返済能力の向上等により信用力を強化
すること。

③�　財務状況の正確な把握、
適時適切な情報開示等に
よる経営の透明性確保

　主債務者は、資産負債の状況（経営者のものを
含む）、事業計画や業績見通しおよびその進捗状
況等に関する対象債権者からの情報開示の要請
に対して、正確かつ丁寧に信頼性の高い情報を開
示・説明することで経営の透明性を確保すること。
　なお、開示情報の信頼性の向上の観点から、外
部専門家による検証を行ない、その検証結果と併
せた開示が望ましいこと。
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財
産
で
融
資
に
対
す
る
返
済
が
可
能
な

状
態
・
体
制
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し

た
、
経
営
者
保
証
に
依
存
し
な
い
融
資

慣
行
の
確
立
で
す
。
そ
の
趣
旨
か
ら
い

っ
て
も
、
会
社
の
所
有
と
経
営
が
一
体

化
し
て
し
ま
っ
て
い
る
よ
う
な
従
前
の

状
態
で
経
営
者
保
証
を
徴
求
さ
れ
な
い

事
例
が
増
加
す
る
、
と
い
う
単
純
な
関

係
に
は
な
ら
な
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　
他
方
で
、
経
営
者
保
証
を
徴
求
し
な

い
要
件
等
が
、
金
融
機
関
等
の
自
主
的

な
取
組
み
で
あ
っ
て
法
的
な
拘
束
力
は

な
い
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
か

ら
、
監
督
指
針
等
の
金
融
機
関
を
一
定

程
度
拘
束
す
る
内
容
と
な
っ
た
こ
と

は
、
今
後
の
経
営
者
保
証
の
あ
り
方
に

対
し
、
少
な
く
な
い
影
響
を
与
え
る
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
経
営
者
に
と
っ
て
も
、
金
融

機
関
と
の
交
渉
等
に
お
い
て
、
会
社
の

経
営
体
制
を
改
善
す
る
こ
と
に
よ
り
経

営
者
保
証
の
必
要
が
な
い
こ
と
を
説
明

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
経
営
体
質
の

改
善
の
方
向
性
が
よ
り
明
確
に
な
っ
た

と
い
う
点
で
、
有
意
義
で
あ
る
と
い
え

ま
す
。

　
実
社
会
に
お
い
て
、
個
人
保
証
は
破

産
申
立
て
の
主
要
な
原
因
に
な
っ
て
お

り
、
保
証
人
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
家

族
の
人
生
に
も
多
大
な
影
響
を
及
ぼ
し

て
い
る
の
が
実
情
で
す
。

お
し
て
、
経
営
者
保
証
の
解
除
が
認
め

ら
れ
ま
し
た
。

　
い
ず
れ
に
し
て
も
、
固
定
化
さ
れ
た

方
法
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
の
で
、
個

別
具
体
的
な
問
題
に
合
わ
せ
て
、
解
決

策
を
模
索
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ

の
場
合
に
は
専
門
的
な
知
識
が
必
要
と

な
り
ま
す
か
ら
、
外
部
専
門
家
（
弁
護

士
、
公
認
会
計
士
等
）
に
相
談
す
る
等

し
て
、
的
確
な
計
画
を
立
て
る
こ
と
も

肝
要
で
す
。

監
督
指
針
の
見
直
し
等
を
含
む

今
後
の
展
望

　
前
記
の
と
お
り
、
許
可
さ
れ
た
監
督

指
針
に
お
い
て
は
、
金
融
機
関
が
経
営

者
保
証
を
徴
求
す
る
際
に
は
、
そ
の
理

由
と
改
善
策
に
関
し
、
具
体
的
に
説
明

す
る
こ
と
を
要
請
し
て
い
ま
す
。

　
そ
う
す
る
と
、
金
融
機
関
と
し
て
も

漫
然
と
経
営
者
保
証
を
徴
求
す
る
こ
と

は
で
き
ず
、
そ
の
た
め
の
対
応
を
迫
ら

れ
ま
す
。
そ
の
場
合
に
は
、
主
債
務
者

で
あ
る
会
社
の
状
況
を
把
握
し
た
う
え

で
、
定
量
的
・
客
観
的
・
具
体
的
に
説

明
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
か
ら
、
金

融
機
関
と
し
て
の
負
担
も
増
え
ま
す
。

　
と
は
い
え
、
経
営
者
保
証
改
革
プ
ロ

グ
ラ
ム
が
掲
げ
る
の
は
、
基
本
的
に
は

経
営
者
保
証
が
な
く
と
も
主
債
務
者
の

２
４
年
４
月
ス
タ
ー
ト
を
目
指
し
て
い

る
た
め
、
ま
だ
ど
の
よ
う
な
制
度
に
な

る
か
は
不
透
明
で
あ
る
も
の
の
、
金
融

機
関
に
よ
る
経
営
者
保
証
解
除
を
後
押

し
す
る
制
度
に
な
る
こ
と
が
期
待
さ
れ

ま
す
。

⑶
　経
営
者
保
証
解
除
事
例
の
公
開

　
中
小
企
業
庁
で
は
、
経
営
者
保
証
の

解
除
が
で
き
た
実
例
を
公
開
し
て
い
ま

す
（
事
例
で
み
る
経
営
者
保
証
の
解
除

〜
課
題
解
決
の
ポ
イ
ン
ト
と
そ
の
効

果
）。
こ
の
実
例
で
は
、
前
記
①
か
ら

③
の
要
件
の
充
足
に
よ
り
、
ど
の
よ
う

に
経
営
者
保
証
が
解
除
さ
れ
た
の
か
が

記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。
紙
幅
の
関
係
上

こ
れ
ら
を
紹
介
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
が
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
公
開
さ
れ
て

い
ま
す
の
で
、
興
味
の
あ
る
方
は
ご
覧

く
だ
さ
い
。

　
も
ち
ろ
ん
、
事
情
の
詳
細
が
記
載
さ

れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
同
様

の
改
善
を
し
て
も
経
営
者
保
証
解
除
が

必
ず
認
め
ら
れ
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
し
か
し
、
実
際
に
、

①
　
法
人
と
個
人
の
分
離

②
　
財
務
基
盤
の
強
化

③
　
経
営
の
透
明
性
確
保

に
よ
り
経
営
者
保
証
の
解
除
が
認
め
ら

れ
る
事
例
が
あ
る
こ
と
は
確
か
で
す
。

筆
者
が
関
与
し
た
事
案
に
つ
い
て
も
、

や
は
り
こ
れ
ら
の
点
の
問
題
解
決
を
と

　
そ
の
た
め
、
こ
の
よ
う
な
深
刻
な
被

害
と
社
会
的
損
失
を
発
生
さ
せ
て
い
る

個
人
保
証
は
、
原
則
と
し
て
廃
止
す
べ

き
と
す
る
弁
護
士
会
の
単
位
会
（
地
方

毎
の
弁
護
士
会
）
の
決
議
な
ど
が
な
さ

れ
て
い
ま
す
。

　
合
理
性
の
な
い
経
営
者
保
証
は
、
今

後
、
廃
止
さ
れ
る
べ
き
で
し
ょ
う
。

＊
　＊
　＊

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
よ
る
混
乱

の
収
束
が
一
定
程
度
見
え
て
き
て
い
る

な
か
、
今
後
は
金
利
上
昇
、
ゼ
ロ
ゼ
ロ

融
資
の
返
済
、
円
安
、
物
価
高
等
に
よ

り
、
緊
急
融
資
等
に
よ
り
延
命
し
て
い

る
い
わ
ゆ
る
ゾ
ン
ビ
企
業
の
淘
汰
や
、

企
業
の
過
剰
債
務
処
理
が
進
む
こ
と
が

予
想
さ
れ
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
過
剰
債
務
処
理
、
特
に
取

引
先
の
倒
産
等
に
よ
り
、
取
引
関
係
に

も
混
乱
が
生
じ
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
る

な
か
で
、
企
業
の
財
務
基
盤
強
化
、
取

引
関
係
の
リ
ス
ク
ヘ
ッ
ジ
、
ガ
バ
ナ
ン

ス
体
制
の
構
築
等
は
急
務
と
考
え
ら
れ

ま
す
。
そ
し
て
、
こ
の
対
策
は
、
そ
の

ま
ま
経
営
者
保
証
の
解
消
へ
の
道
筋
に

も
な
り
得
る
も
の
で
す
。

　
何
ご
と
も
「
事
前
に
」
行
な
う
こ
と

が
肝
要
で
す
。
こ
の
経
営
者
保
証
改
革

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
き
っ
か
け
に
、
社
内
体

制
の
見
直
し
・
財
務
基
盤
の
強
化
を
考

え
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。

た
か
だ

　み
つ
ひ
ろ
　
企
業
法
務
・
企
業
再
生
を
多
数
取
り
扱
う
中
島
成
総
合
法
律
事
務
所
を
経
て
、
あ
か
つ
き
総
合

法
律
事
務
所
に
て
執
務
。
一
般
企
業
法
務
、
事
業
譲
渡
・
民
事
再
生
等
の
企
業
再
生
事
件
等
を
中
心
に
取
り
扱
う
。
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